
第４章　安全・安心で快適な生活環境づくり
第１節　水環境・地盤環境の保全、土壌汚染対策の推進

〈主な指標と最新実績〉
公共用水域水質測定調査環境基準達成率（2026［令和８］年３月末）
　　河川（BOD75％値）：� 85.0％（34/40地点）
　　湖沼（COD75％値）：� 75.0％（  9/12地点）
10mm以上の地盤沈下面積（2026［令和８］年３月末）：� 0㎢
汚水処理人口普及率（2025［令和７］年３月末）：� 85.8％

第１項　水質汚濁・地下水汚染の防止

１　　河川・湖沼・地下水の水質測定　【環境保全課】

（1）河川・湖沼の水質測定の実施と結果
　都道府県は「水質汚濁防止法」に基づき、公共
用水域＊１ の水質の汚濁状況を監視する必要があ
ります。
　県では、国土交通省や各市などの関係機関と共
同で、主要な河川と湖沼の水質を測定し、環境基
準の達成状況を確認しています。
　2025（令和７）年度は、85河川・12湖沼にお
ける220地点で水質の測定を行いました。
　測定項目は、主として環境基準＊２ が定められ
ている「人の健康の保護に関する項目＊３」（カド
ミウム・シアンなど）、「生活環境の保全に関する
項目＊４」（BOD・CODなど）及び「水生生物の
保全に関する項目＊５」（全亜鉛など）です。
ア　人の健康の保護に関する項目
　　測定を行った全158地点のうち157地点で環

境基準を達成しましたが、１地点において硝酸
性窒素及び亜硝酸性窒素が基準値を超過しまし

た。
イ　生活環境の保全に関する項目
　　環境基準の類型が指定＊6されている21河川・

38水域における40地点と12湖沼の12地点、計
52地点（環境基準点＊7）について評価を行い
ました。

　ａ　河川
　　　県内40か所の環境基準点における環境基

準の達成状況をBODで確認すると、34地点
で環境基準を達成し、達成率は85.0％で、
長期的にはゆるやかな改善傾向が見られます。
水域別にみると、全38水域のうち環境基準
を達成している水域は32水域であり＊8、水
域単位での達成率は84.2％（参考値）とな
ります。環境基準を達成していない河川は、
前年度と同様に県央・東毛地域の利根川中流
の支川と渡良瀬川下流の支川に多く見られま
した。
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＊１�公共用水域：河川、湖沼、港湾、沿岸海域その他公共の用に供される水域及びこれに接続する公共溝きょ、かんがい用水路その他公共の用に
供される水路（公共下水道及び流域下水道であって終末処理場を有しているものを除く。）です。

＊２�環境基準：人の健康を保護し、生活環境を保全する上で維持されることが望ましい基準で、環境施策に係る行政上の目標のことです。大気汚染、
水質汚濁、土壌汚染、騒音について定められています。

＊３�人の健康の保護に関する項目：公共用水域の水質汚濁に係る環境基準で、人の健康を保護する上で維持することが望ましい基準として設定さ
れた項目です。これには、シアンをはじめ蓄積性のある重金属類のカドミウム、鉛、六価クロム、砒素、水銀、アルキル水銀と人工的に作り
出されたPCB 及びトリクロロエチレン等の27項目があります。基準値は項目ごとに定められています。

＊４�生活環境の保全に関する項目：生活環境の保全に関する項目として定められたものです。水質汚濁に関しては、pH、BOD、COD、SS、
DO、大腸菌数、全窒素、全燐等の10項目について、河川、湖沼など公共用水域の水域類型ごとに環境基準が定められています。

＊５�水生生物の保全に関する項目：生活環境を構成する有用な水生生物やその餌生物の生息や生育環境を保全するため、2003（平成15）年に定
められました。

＊６�類型指定：河川、湖沼及び海域別に、それぞれの利水目的に応じて水域の類型が定められています。
＊７�環境基準点：環境基準の水域類型指定が行われた水域において、環境基準の達成状況を把握するための地点です。
＊８�水域単位による環境基準達成の評価：同一水域に複数の環境基準点が存在する場合、その水域内の全ての環境基準点が環境基準を達成したと
きに、その水域が環境基準を達成したとみなします。水域単位による達成率の評価は、この白書では参考値として扱います。また、群馬県の
湖沼では、１水域に１環境基準点が設定されており、湖沼の場合には、達成した水域数で評価した場合と、達成した環境基準点数で評価した
場合の環境基準の達成率は等しくなります。
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　ｂ　湖沼
　　　県内12か所の環境基準点における環境基

準の達成状況をCODで確認すると、９湖沼
で環境基準を達成し、達成率は75.0％でした。
なお、天然湖沼は３湖沼全てで環境基準を達
成していませんが、自然由来の有機物が原因
と考えられます。

ウ　水生生物の保全に関する項目
　ａ　河川
　　　環境基準の類型が指定されている21河

川・26水域の41地点のうち、39地点で環境
基準を達成しました（達成率95.1％）。

　　　水域単位では、全26水域中、24水域で環
境基準を達成しています（達成率92.3％：
参考値）。

　ｂ　湖沼
　　　環境基準の類型が指定されている全11湖

沼で環境基準を達成しました（達成率100％）。

水中の微生物が汚濁物（有機物）を分解する
ときに消費する酸素の量で、単位は㎎/Lで
表します。河川水、排水などの汚濁の程度を
示すもので数値が大きいほど水が汚れている
ことを示します。

酸化剤（過マンガン酸カリウム）が水中の汚
濁物を酸化する時に消費する酸素の量で、単
位は㎎/Lで表します。湖沼や海の汚れを測
る代表的な目安として使われます。この値が
大きいほど水が汚れていることを示します。

BOD（生物化学的酸素要求量）

COD（化学的酸素要求量）
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（注）�2002（平成14）年度までの環境基準類型指定湖沼数は３湖沼（赤城大沼、榛名湖、尾瀬沼）。その後、2003（平成
15）年３月に５湖沼（奥利根湖、ならまた湖、藤原湖、草木湖、神流湖）、2005（平成17）年３月に３湖沼（赤谷湖、
薗原湖、梅田湖）、2009（平成21）年３月に１湖沼（洞元湖）が新たに指定されました。

図2－4－1－1　環境基準達成状況推移

表2－4－1－1　河川の年度別BOD環境基準達成率� （単位：％）

年度 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7

群馬県 80.0 82.5 80.0 85.0 82.5 85.0 82.5 85.0 87.5 85.0

全　国 95.2 94.0 94.6 94.1 93.5 93.1 92.4 93.8 93.9 －

表2－4－1－2　湖沼の年度別COD環境基準達成率� （単位：％）

年度 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7

群馬県 75.0 75.0 75.0 58.3 66.7 75.0 75.0 75.0 50.0 75.0

全　国 56.7 53.2 54.3 50.0 49.7 53.6 50.3 52.5 50.8 －
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図2－4－1－2　2025（令和７）年度　公共用水域水質測定結果（BOD（COD）75％値の状況）

表2－4－1－3　2025（令和７）年度　県内河川ベスト３（BOD75％値＊９の比較）
順位 河川名 地点名 主な流域市町村 類型（基準値） BOD（mg/L） 前年度順位

1 吾妻川 新戸橋 嬬恋村・長野原町 Ａ（2mg/L以下） 0.5未満 1
2 利根川 月夜野橋 みなかみ町 Ａ（2mg/L以下） 0.5 1
2 烏川 烏川橋 高崎市 AA（1mg/L以下） 0.5 1

表2－4－1－4　2025（令和７）年度　県内河川ワースト３（BOD75％値の比較）
順位 河川名 地点名 主な流域市町村 類型（基準値） BOD（mg/L） 前年度順位

1 鶴生田川 岩田橋 館林市・板倉町 Ｃ（5mg/L以下） 9.0 1
2 谷田川 合の川橋 明和町・館林市・板倉町 Ｃ（5mg/L以下） 8.4 2
3 早川 前島橋 太田市 Ｂ（3mg/L以下） 5.5 5

＊９�75％値：BODやCODの環境基準適合状況を判定するときに用いる値で、年間の日平均値の全データをその値の小さいものから順に並べ、
0.75×ｎ番目（ｎは、日平均値のデータ数）の値（0.75×ｎが整数でない場合は、端数を切上げた整数番目の値）です。
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表2－4－1－5　2025（令和７）年度　河川の水質測定結果

水域名 地点名 類型 水生生物
類型 pH SS 

[mg/L]
DO

[mg/L]
大腸菌数

[CFU/100mL]
BOD

[mg/L]
BOD基準
達成状況

全亜鉛
[mg/L]

ノニルフェノール
[mg/L]

LAS
［㎎/L］

水生生物
達成状況

利根川上流（1）広瀬橋 AA

生物A

7.3 1 11 37 0.8 ○ 0.001 ＜0.00006 0.0007 ○
利根川上流（2）月夜野橋 A 7.3 3 11 200 0.5 ○ 0.001 ＜0.00006 0.0006 ○

利根川上流（3）
大正橋 A 7.6 8 9.9 470 0.9 ○ 0.003 ＜0.00006 0.0008 ○
群馬大橋 A 7.4 6 10 290 0.9 ○ 0.004 ＜0.00006 0.0006 ○

利根川上流（4）福島橋 A 7.5 8 9.7 2900 0.8 ○ 0.005 ＜0.00006 0.0008 ○

利根川中流
坂東大橋 A

生物B
7.5 11 9.9 1600 1.6 ○ 0.010 ＜0.00006 0.0007 ○

利根大堰 A 7.6 14 9.5 750 1.5 ○ 0.010 ＜0.00006 0.0007 ○
赤谷川 小袖橋 AA 生物A 7.3 3 10 300 0.8 ○ 0.002 ＜0.00006 0.0006 ○
片品川上流 桐の木橋 AA

生物A
7.5 8 10 260 0.7 ○ 0.001 ＜0.00006 ＜0.0006 ○

片品川下流 二恵橋 AA 7.7 3 11 540 0.7 ○ 0.003 ＜0.00006 0.0006 ○
吾妻川上流 新戸橋 A

生物A
5.3 31 10 35 ＜0.5 ○ 0.009 ＜0.00006 0.0007 ○

吾妻川下流 吾妻橋 A 7.7 5 9.6 630 1.2 ○ 0.003 ＜0.00006 0.0007 ○
烏川上流 烏川橋 AA 生物A 7.7 1 9.4 210 0.5 ○ 0.002 ＜0.00006 0.0009 ○
烏川下流 岩倉橋 B 生物B 7.8 7 10 790 2.0 ○ 0.007 ＜0.00006 0.0013 ○
碓氷川上流 中瀬橋 A 生物A 8.1 2 9.4 1100 1.0 ○ 0.002 ＜0.00006 0.0015 ○
碓氷川下流 鼻高橋 B 生物B 8.1 4 10 310 1.7 ○ 0.018 ＜0.00006 0.0027 ○
鏑川（上流） 只川橋 － 生物A 8.3 1 10 940 0.9 － 0.001 ＜0.00006 0.0012 ○
鏑川（下流） 鏑川橋 A 生物B 8.4 11 10 1200 2.1 × 0.003 ＜0.00006 0.0038 ○
井野川上流 浜井橋 B

生物B
8.2 6 9.4 6000 2.5 ○ 0.008 ＜0.00006 0.0039 ○

井野川下流 鎌倉橋 C 8.4 7 10 1200 3.1 ○ 0.015 ＜0.00006 0.0027 ○
神流川（1） 森戸橋 A

生物A
8.4 1 10 360 0.7 ○ 0.001 ＜0.00006 0.0006 ○

神流川（2） 藤武橋 A 8.3 4 10 160 1.0 ○ 0.001 ＜0.00006 0.0006 ○
神流川（3） 神流川橋 A 8.6 6 11 65 1.0 ○ 0.001 ＜0.00006 0.0006 ○
広瀬川 中島橋 B 生物B 7.6 26 9.9 2700 2.7 ○ 0.023 ＜0.00006 0.0014 ○
桃ノ木川 笂井橋 B 生物B 7.1 6 10 220 1.5 ○ 0.004 ＜0.00006 0.0007 ○
荒砥川 奥原橋 A 生物B 7.0 12 9.6 3400 4.3 × 0.006 ＜0.00006 0.0007 ○
粕川 保泉橋 A 生物B 7.8 16 9.7 1400 3.1 × 0.10 ＜0.00006 0.0028 ×
早川上流 早川橋 A

生物B
7.6 11 10 2800 1.7 ○ 0.008 ＜0.00006 0.0017 ○

早川下流 前島橋 B 7.7 11 9.0 620 5.5 × 0.014 ＜0.00006 0.0006 ○
石田川上流 大川合流前 A

生物B
7.7 7 8.9 180 1.2 ○ 0.011 ＜0.00006 0.0009 ○

石田川下流 古利根橋 B 7.6 6 9.1 640 2.7 ○ 0.019 ＜0.00006 0.0016 ○
休泊川 泉大橋 C 生物B 7.7 19 8.8 6400 4.6 ○ 0.017 ＜0.00006 0.051 ×

渡良瀬川上流
高津戸 A

生物A

7.6 4 10 220 0.7 ○ 0.003 ＜0.00006 0.0006 ○

赤岩用水取水口
A

7.5 4 10 980 1.2 ○ 0.004 ＜0.00006 0.0006 ○
渡良瀬川（1） A
渡良瀬川（2） 葉鹿橋 A 7.7 4 10 8800 1.2 ○ 0.005 ＜0.00006 0.0009 ○
渡良瀬川（3） 渡良瀬大橋 B 生物B 7.6 6 8.9 3300 2.3 ○ 0.014 ＜0.00006 0.0009 ○
桐生川上流 観音橋 A

生物A
7.7 3 9.9 1200 1.0 ○ 0.001 ＜0.00006 0.0013 ○

桐生川下流 境橋 A 7.8 9 10 9800 1.5 ○ 0.007 ＜0.00006 0.0048 ○
矢場川 落合橋 C 生物B 7.7 14 9.2 870 2.2 ○ 0.007 ＜0.00006 0.0057 ○
谷田川 合の川橋 C 生物B 7.9 27 8.5 1600 8.4 × 0.012 ＜0.00006 0.0088 ○
鶴生田川 岩田橋 C 生物B 8.2 27 9.7 550 9.0 × 0.004 ＜0.00006 0.0031 ○

（注）	 １　測定結果の水質の値について、大腸菌数は90％値、BOD は75％値、ほかの項目は年平均値です。
	 ２　SS（浮遊物質量）：水中に浮遊する物質の量です。水の濁りの原因となり、SS が大きくなると魚類に対する影響が現れます。
	 ３　DO（溶存酸素）：水中に溶け込んでいる酸素の量です。溶存酸素は水の自浄作用や水中の動植物の生育に不可欠なものです。
	 ４　CFU（コロニー形成単位）：大腸菌を培地で培養し、発育したコロニー数です。
	 ５　BOD の環境基準は、AA 類型で１mg/L、Ａ類型で２mg/L、Ｂ類型で３mg/L、Ｃ類型で５mg/L です。
	 ６　�水生生物に係る環境基準は、全亜鉛で0.03mg/L（生物Ａ、生物Ｂとも）、ノニルフェノールで0.001mg/L（生物Ａ）又は

0.002mg/L（生物Ｂ）、LAS（直鎖アルキルベンゼンスルホン酸及びその塩）で0.03mg/L（生物Ａ）又は0.05mg/L（生物Ｂ）です。
	 ７　類型の欄が“－”となっている地点は、その水域に係る環境基準点ではないことを示します。



（2）地下水の水質測定の実施と結果
　地下水は、水温の変化が少なく一般に水質も良
好であるため、貴重な水資源として水道、農業及
び工業などに広く利用されていますが、いったん
有害物質に汚染されると、その回復は困難で影響
が長期間持続するなどの特徴があります。
　有害物質による地下水汚染の未然防止を図るた
め、「水質汚濁防止法」では有害物質を含む汚水等の
地下への浸透を禁止する措置や地下水の水質の監
視測定体制の整備などの規定が設けられています。
　県内の地下水の水質監視は、「水質汚濁防止法」
の規定により作成した水質測定計画に基づき、県
及び同法で定める４市（前橋市、高崎市、伊勢崎
市及び太田市）が行っています。
ア　地下水質概況調査
　ａ　調査方法等
　　　県内の地下水の状況を把握するため全県を

４km四方の151区画に区分し、2025（令和
７）年度は、そのうちの計150本（県98、前
橋市14、高崎市17、伊勢崎市９、太田市
12）の井戸について調査しました。

　　　県が実施する98井戸では、地下水環境基
準が定められている項目（表2－4－1－7）を、
ローリング方式と定点方式で調査しました。
ローリング方式では、過去の調査結果等を勘
案し、対象項目をＡ～Ｅの５段階に区分し、

各区画の井戸における調査項目を選択してい
ます。ひとつの井戸で複数の項目を調査する
こともあります。定点方式では、鉛、砒素並びに
硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素を調査しました。

　　　2025（令和７）年度の地下水質概況調査
では、ローリング方式により項目Ａを97井
戸で、項目Ｂを47井戸で、項目Ｃを24井戸で、
項目Ｄを19井戸で、項目Ｅを11井戸で調査し、
定点方式により１井戸を調査しました。

　　　なお、４市実施分の計52井戸では、全て
の項目を調査しました。

　ｂ　2025（令和７）年度の結果
　　　図2－4－1－3のとおり、12本の井戸で硝酸

性窒素及び亜硝酸性窒素※10、１本の井戸で
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表2－4－1－6　2025（令和７）年度　湖沼の水質測定結果

湖沼名 類型 窒素・
燐類型

水生生
物類型 pH SS

［mg/L］
DO

［mg/L］
大腸菌数

［CFU/100mL］
COD

［mg/L］
COD 基準
達成状況

全窒素
［mg/L］

全燐
［mg/L］

全燐基準
達成状況

全亜鉛
［mg/L］

ノニルフェノール
［mg/L］

LAS
［mg/L］

水生生物
達成状況

赤城大沼 A Ⅱ 生物Ａ 7.3 １ 8.1 1 4.2 × 0.30 0.009 ○ 0.001 ＜0.00006 ＜0.0006 ○
榛名湖 A Ⅱ 生物Ａ 8.3 １ 8.0 4 4.5 × 0.29 0.009 ○ 0.003 ＜0.00006 ＜0.0006 ○
尾瀬沼 A － 生物Ａ 7.3 １ 7.6 2 4.3 × 0.33 0.006 － 0.002 ＜0.00006 ＜0.0006 ○

奥利根湖 A Ⅱ 生物Ａ 7.1 １ 8.7 － 2.3 ○ 0.17 0.006 ○ 0.001 ＜0.00006 0.0007 ○
ならまた湖 A Ⅰ 生物Ａ 7.1 １ 8.5 － 2.9 ○ 0.22 0.005 ○ 0.001 ＜0.00006 0.0006 ○
藤原湖 A Ⅱ 生物Ａ 7.2 １ 10 5 1.9 ○ 0.25 0.005 ○ 0.002 ＜0.00006 0.0006 ○
草木湖 A Ⅲ 生物Ａ 7.4 １ 9.6 1 1.7 ○ 0.69 0.008 ○ 0.004 ＜0.00006 ＜0.0006 ○
神流湖 A Ⅲ 生物Ａ 8.3 １ 9.1 7 2.1 ○ 0.84 0.008 ○ ＜0.001 ＜0.00006 0.0008 ○
赤谷湖 A Ⅱ 生物Ａ 7.0 １ 9.6 26 2.1 ○ 0.48 0.004 ○ 0.004 ＜0.00006 0.0006 ○
薗原湖 A Ⅲ 生物Ａ 8.4 １ 10 4 2.3 ○ 0.68 0.015 ○ 0.003 ＜0.00006 0.0006 ○
梅田湖 A Ⅲ 生物Ａ 7.9 ２ 9.8 11 2.9 ○ 0.90 0.014 ○ 0.001 ＜0.00006 ＜0.0006 ○
洞元湖 A Ⅱ － 7.2 １ 9.1 6 2.5 ○ 0.16 0.006 ○ 0.001 ＜0.00006 ＜0.0006 －

（注）	 １　測定結果の水質の値について、大腸菌数は90％値、CODは75％値、他の項目は年平均値です。
	 ２　CODの環境基準はＡ類型で３mg/Lです。
	 ３　全燐の環境基準はⅠ類型で0.005mg/L、Ⅱ類型で0.01mg/L、Ⅲ類型で0.03mg/Lです。
	 ４　�水生生物に係る水質環境基準は、全亜鉛で0.03mg/L（生物Ａ）、ノニルフェノールで0.001mg/L（生物Ａ）、LAS（直鎖

アルキルベンゼンスルホン酸及びその塩）で0.03mg/L（生物Ａ）です。
	 ５　類型の欄が“－”となっている地点は、類型指定されていないことを示します。

表2－4－1－7　地下水環境基準が定められている項目
A　�硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素、ふっ素、六価クロ

ム、鉛、砒素
B　�カドミウム、ほう素、ジクロロメタン、トリクロ

ロエチレン、テトラクロロエチレン、1,2－ジク
ロロエタン、1,2－ジクロロエチレン

C　�1,1－ジクロロエチレン、1,1,2－トリクロロエタ
ン、クロロエチレン、四塩化炭素、1,1,1－トリ
クロロエタン、1,3－ジクロロプロペン、ベンゼン

D　�セレン、1,4－ジオキサン、全シアン、総水銀、
アルキル水銀（総水銀が検出された場合のみ分析）

E　�PCB、チウラム、シマジン、チオベンカルブ

＊10�硝酸性窒素・亜硝酸性窒素：生活排水やし尿の汚染があったり田畑の窒素肥料の影響などがあると、地下水中に多量に含まれていることがあ
ります。



ふっ素が環境基準値を超過して検出されまし
た。

　　　2025（令和７）年度の地下水環境基準達
成率は91.3％（137/150地点）でした。

イ　地下水質継続監視調査
　　地下水概況調査等で地下水質が環境基準を超

過した地区の地下水汚染の推移を監視するため、
継続的に調査をしている地区があります。

　　過去の概況調査で有害物質（硝酸性窒素及び
亜硝酸性窒素を除く）が環境基準値を超過して
検出された、前橋市３地区、高崎市３地区、伊
勢崎市２地区、桐生市２地区、渋川市１地区、
館林市１地区、富岡市１地区、藤岡市１地区及
び大泉町１地区の計15地区で汚染状況の監視
のための継続監視調査を実施しています。
2025（令和７）年度の調査では、５地区６井

戸で基準値超過が確認されました。
　　また、2007（平成19）年度からは硝酸性窒

素及び亜硝酸性窒素について、20井戸を選定
して継続監視調査を開始しました。2025（令
和７）年度からは、調査井戸を見直し、26井
戸において調査しています。2025（令和７）
年度の調査では、16井戸で基準値超過が確認
されました。

ウ　周辺（終了）調査
　　地下水質継続監視調査において地下水環境基

準を下回る状態が継続している地区で地下水汚
染が無いことを確認し、当該地区の継続監視調
査の終了を検討するため実施するものです。

　　2025（令和７）年度は桐生市内の１地区で
終了調査を開始しました。調査結果に基づいて
継続監視調査の終了可否を判断します。
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環境基準を超過しなかった地点

硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素(環境基準10mg/Lを超過）
(注）数字は測定値で単位はmg/L

ふっ素(環境基準0.8mg/Lを超過)

欠測(井戸枯れ等による)

ふっ素　2.6mg/L

図2－4－1－3　地下水質概況調査における環境基準値超過井戸



　群馬県では、河川の環境基準の達成と維持を図
るため、「群馬県流域別環境基準維持達成計画
（2026－2030）」を策定しました。この計画は、
利根川とその支流を中心に県内を７つの流域に分
け、それぞれの地域の特徴を踏まえて水質の改善
を目指すものです。
　河川が汚れる原因には、家庭からの生活系排水
をはじめ、工場などの産業系排水、畜産系排水、
水田や畑などの影響があります。これらを合計し
た河川へ流れ出る汚れの量（汚濁負荷量）は、
2023（令和５）年度現在、県全体で１日あたり約
25,000kgと推定されます。
　将来の予測では、人口減少や下水道・合併処理
浄化槽の整備が進むことで、特に家庭や店舗など
からの負荷量が減少し、2030（令和12）年度には
１日あたり約21,000kgまで減ると見込まれます。
　しかし、水質の指標となるBODの環境基準達成
率は、2030（令和12）年度の推計でも、現況
（2020～2024［令和２～６］年度平均）と同じ
85％にとどまると予測されています。特に県南東
部のいくつかの河川では環境基準を達成できてお
らず、流域ごとの特徴に応じて生活系排水、産業
系排水や畜産系排水などが影響しています。
　そのため、県では流域ごとの特徴を踏まえて、
環境基準を達成するための対策を進めていきます。
私たち一人ひとりも、洗剤の使いすぎを控えるなど、
日常生活の中でできる工夫を心がけることが大切
です。

群馬県流域別環境基準維持達成計画（2026－2030）
（https://www.pref.gunma.jp/page/747082.html）

群馬県流域別環境基準維持達成計画（2026－2030）コラム
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0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000 30,000

R5年

R12年

汚濁負荷量(kg/日）

店舗等家庭等 下水処理場等 工場等
畜産 水田・畑・山林

：達成
：未達成

現況（R2～R6年度平均）及び
R12年度推計：85.0%（34/40地点）

発生源別の汚濁負荷量

BODの環境基準達成状況



２　　水質汚濁事故の迅速な情報伝達と関係機関との連携　【環境保全課】

　公共用水域で発生した水質汚濁事故については、
関係機関が連携して原因調査と被害拡大防止策を
講じるとともに、速やかに下流域の利水関係機関
に通報します。

（1）水質汚濁事故の発生状況
　2025（令和７）年度の水質汚濁事故は21件で、
種類別事故状況は図2－4－1－4、事故原因別は
図2－4－1－5のとおりです。水質汚濁事故は目
視により発見されるケースがほとんどで、その中
でも油の流出事故が多くなっています。事故の発
生原因としては、人的ミスや交通事故が多い状況

です。その他には、不法投棄に起因するものも含
まれています。
　原因者が判明した場合は、事故の再発を防ぐな
どの指導を行っています。
　水質汚濁物質が河川等の公共用水域に流出する
と、下流の浄水場が取水を停止するなど利水障害
を起こしたり、水生生物がへい死したりする場合
があります。
　そのため、水質汚濁事故を極力未然に防止でき
るよう、県民や事業者へ啓発することが重要とな
ります。

（2）特定指定物質の適正管理制度
　2012（平成24）年５月に利根川水系の複数の
浄水場で水道水質基準を超える有害なホルムアル
デヒドが検出され、流域の都県で取水制限等が実
施されるという大規模な水質事故が発生しまし
た。
　これを受けて、「群馬県の生活環境を保全する条
例」の一部改正を行い、水道水への影響が大きい
化学物質（特定指定物質）についての適正管理制

度を創設し、2013（平成25）年４月から施行し
ました。
　2026（令和８）年３月末時点で適正管理計画
の届出をしているのは218事業者です。届出済事
業者の業種は表2－4－1－8、取扱物質種類は表
2－4－1－9のとおりで、業種では製造業や上水
道業が多く、取扱物質種類ではアルミニウムや鉄
が多くなっています。
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化学物質の流出
5％

その他10％

油の流出
76％

白濁・着色
9％

原因不明
38%

その他
5% 自然現象

5%
交通事故
19%

人的ミス
33%

図2－4－1－4　種類別事故状況

図2－4－1－5　原因別事故状況

� （件）
年度内容 R3 R4 R5 R6 R7

油の流出 34 27 18 14 16
魚のへい死 1 3 2 3 0
白濁・着色 4 4 6 3 2
化学物質の流出 1 0 3 1 1
その他 3 2 5 3 2

合計 43 36 34 24 21

� （件）
年度内容 R3 R4 R5 R6 R7

人的ミス 11 8 15 7 7
交通事故 15 9 4 4 4
自然現象 0 0 1 0 1
その他 3 4 4 3 1
原因不明 14 15 10 10 8

合計 43 36 34 24 21



３　　工場・事業場への立入検査　【環境保全課】

　「水質汚濁防止法」及び「群馬県の生活環境を
保全する条例」では、特定事業場等＊11 に対し排
水中の濃度に基準を設けて排出水を規制していま
す。
　さらに、県では、「水質汚濁防止法」よりも厳し
い排水基準（上乗せ基準＊12）を設定する条例（排
水基準上乗せ条例）を設け、規制対象を排水量
10㎥/日以上の特定事業場に拡大し、基準値もよ
り厳しいものとしています。
　また、2006（平成18）年度に「群馬県の生活
環境を保全する条例」を改正施行し、それまで排
水中の濃度に基準が適用されていなかった特定事
業場等以外の工場・事業場に対しても一部の項目
で排水中の濃度に基準を設け、水質汚濁物質の排
出抑制を図っています。

（1）�特定施設の届出状況
　「水質汚濁防止法」に基づく特定施設の届出状
況及び「群馬県の生活環境を保全する条例」に基
づく水質特定施設の届出状況（2026［令和８］
年３月末現在）は表2－4－1－10のとおりです。
　ただし、括弧内は前橋市、高崎市、伊勢崎市及
び太田市（「水質汚濁防止法」で定める４市）に
おける件数で内数となります（以下、同じです）。

（2）特定事業場に対する立入検査
　2025（令和７）年度は、排水量が10㎥/日以
上又は有害物質を使用している特定事業場のうち、
延べ563（285）事業場に対し立入検査を実施し、
このうち延べ321（260）事業場について、排水
基準の適合状況を調査しました。
　その結果、排水基準に適合していたのは表2－
4－1－11のとおり、延べ286（232）事業場で
全体の89.1％（89.2％）でした。2021～2025（令
和３～令和７）年度における排水基準の不適合状
況を業種別に図2－4－1－6に、項目別に図2－4
－1－7に示しました。なお、排水基準に不適合
の35（28）事業場に対しては、文書又は口頭に
より改善を指導しました。
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表2－4－1－10　特定施設の届出状況
届出事業場数 2026（令和８）年３月末現在

法に基づく届出事業場数 4,781（2,019）
令和７年度新規届出数 127（60）

条例に基づく届出事業場数 5（4）
令和７年度新規届出数 1（1）
調査対象事業場数※ 1,811（692）

（注）�括弧内は、前橋市、高崎市、伊勢崎市及び太田市に
おける件数で内数になります。

（※）�排水量が10㎥/日以上又は有害物質を使用している
特定事業場

表2－4－1－8　届出済事業者の業種
業　種 事業者数

製造業 134
サービス業 2
上水道業 41
下水処理施設 13
養豚業 5
最終処分場 9
廃棄物処理施設 13
試験研究機関 1

合計 218

表2－4－1－9　特定指定物質種類
特定指定物質 物質数

ホルムアルデヒド 6
クロロホルム 1
アルミニウム及びその化合物 113
塩素酸及びその塩 4
臭素酸及びその塩 0
マンガン及びその化合物 12
鉄及びその化合物 97
銅及びその化合物 20
亜鉛及びその化合物 31
フェノール類及びその塩類 11
HMT（※1） 2

合計（※2） 297
（※１）�1,3,5,7－テトラアザトリシクロ［3.3.1.1（3,7）］

デカン（別名ヘキサメチレンテトラミン）
（※２）�複数の特定指定物質を使用している特定指定物質

取扱事業所あり。

＊11�特定事業場等：「水質汚濁防止法」で定める特定施設を設置する工場・事業場（特定事業場）及び「群馬県の生活環境を保全する条例」で定
める水質特定施設を設置する工場・事業場（水質特定事業場）。

＊12�上乗せ基準：排出水の排出の規制に関して総理府令で定める全国一律の排水基準にかえて適用するものとして、都道府県が条例で定めたより
厳しい排水基準です。



４　　浄化槽法定検査の受検と保守点検の実施の指導　【廃棄物・リサイクル課】

　浄化槽は、主に微生物の力を使って、し尿や生
活雑排水を浄化し、きれいになった水を放流する
装置です。
　浄化槽の機能を生かすための維持管理として、
　①浄化槽の保守点検
　②浄化槽の清掃（汚泥の抜取り等）
　③定期検査
が必要です。
　定期検査（「浄化槽法」第11条に基づく検査

（11条検査））は、浄化槽管理者（主に所有者）
に毎年受検することが義務付けられていることか

ら、県では、11条検査を受検していない所有者
等を対象に受検指導等を行いました。
　また、県では、11条検査の受検を促進するため、
50人槽までの小規模な浄化槽について、保守点
検と併せて法定検査を行う「効率化11条検査」
の制度を設けています。
　これらの効果により、11条検査の受検率は、
2025（令和７）年度で81.2％となり、全国平均
の50.9％（2024［令和６］年度）を大きく上回
りました（表2－4－1－12）。
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図2－4－1－7　2021～2025（令和３〜令和７）年度における排水基準の不適合状況（項目別）

図2－4－1－6　2021～2025（令和３〜令和７）年度における排水基準の不適合状況（業種別）
年度業種 R3 R4 R5 R6 R7 計

製造業（金属製品関係） 13 17 8 11 5 54
製造業（飲食料品関係） 23 15 5 12 13 68
農業（畜産業） 8 2 7 2 5 24
製造業（その他） 1 0 4 0 1 6
洗濯業 1 0 2 2 2 7
飲食店 0 0 1 1 1 3
その他 6 7 6 6 8 33

合計 52 41 33 34 35 195

年度内容 R3 R4 R5 R6 R7 計
BOD 27 21 10 9 13 80
pH 6 6 9 6 8 35
大腸菌群数※ 15 12 6 7 － 40
大腸菌数※ － － － － 2 2
SS（浮遊物質量） 13 13 8 8 12 54
燐含有量 13 11 7 5 9 45
窒素含有量 8 2 3 2 9 24
その他 9 15 9 5 6 44

合計 91 80 52 42 59 324
※�令和７年度から排水基準の大腸菌群数は大腸菌数に改正さ

れました。

表2－4－1－11　排水基準の適合状況
調査年度 R3 R4 R5 R6 R7

調査事業場数 351
（298）

338
（304）

344
（290）

352
（289）

321
（260）

基準適合事業場数 299
（263）

297
（270）

311
（270）

318
（267）

286
（232）

基準不適合事業場数 52
（35）

41
（34）

33
（20）

34
（22）

35
（28）

基準適合率（％） 85.2
（88.3）

87.9
（88.8）

90.4
（93.1）

90.3
（92.4）

89.1
（89.2）

（注）括弧内は、前橋市、高崎市、伊勢崎市及び太田市における件数で内数になります。

表2－4－1－12　11条検査の受検率� （単位：％）
年度 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7

群馬県 63.7 66.0 67.5 70.9 72.2 72.7 73.8 74.6 74.8 77.9 79.2 79.5 80.3 80.7 81.2
全国 31.8 33.4 36.3 37.9 39.4 40.3 41.8 43.1 43.8 45.7 47.1 48.2 49.8 50.9 －



５　　「浄化槽管理士講習会」の受講促進　【廃棄物・リサイクル課】

　2019（令和元）年６月の「浄化槽法」の一部改
正により、都道府県等は、浄化槽管理士の設置及
び浄化槽管理士に対する研修の機会の確保に関す
る事項について、条例で定めることとされました。
　県では、2020（令和２）年３月、浄化槽管理
士に対する研修の機会を確保するため、「群馬県浄
化槽の保守点検業者の登録に関する条例」を一部
改正し、浄化槽保守点検業者は、浄化槽管理士に
浄化槽の保守点検の業務に関する講習会を受けさ
せなければならないことを定めました。
　同年12月には、県内の浄化槽管理士を対象と

した浄化槽の保守点検の業務に関する講習会（浄
化槽管理士講習会）を開催し、浄化槽の保守点検
に関する知識及び技能の向上を図りました。
　なお、講習会は2021（令和３）年度以降も継
続して開催しています。
　また、講習会実施機関と協力し、講習会の実施
時期や浄化槽保守点検業者への通知内容を工夫し、
受講しやすい環境を整えています。
　「浄化槽管理士講習会」を受講した浄化槽管理
士の人数は、表2－4－1－13のとおりです。

６　　家畜排せつ物の取扱いの適正化指導　【米麦畜産課】

　「家畜排せつ物の管理の適正化及び利用の促進
に関する法律」（以下「家畜排せつ物法」という。）
が完全施行され、畜産農家は家畜排せつ物の管理
について、法律の基準を遵守することが義務付けら
れました。これに基づき、家畜排せつ物処理施設を
整備する事業を実施し、適正な管理を指導してきま
した。
　また、同法に基づく国の基本方針変更に伴い、
2021（令和３）年３月に「群馬県家畜排せつ物
利用促進プラン」として見直し、2030（令和12）
年度を目標年度として堆肥の利活用を積極的に進
めることにしました。
　畜産農家には、家畜排せつ物の適正管理に加え、
耕種農家と連携し、家畜ふん堆肥の農地への還元
を基本とした有機質資源としての有効活用を図る
ことを指導しました。

（1）地域と調和した畜産環境確立
ア　耕畜連携堆肥流通支援事業（2012～2016
［平成24～28］年度）

　　「家畜排せつ物法」に対応するため、家畜排せ
つ物処理施設を整備し、畜産農家の周辺環境の
保全を支援してきましたが、2012（平成24）年
度からは地域における資源循環型農業の推進及
び畜産経営の健全な発展を図ることを目的とし、
堆肥の流通利用を促進するために必要な機械等

の整備を支援する事業を開始し、2013（平成
25）年度は西部地域３か所、東部地域１か所、
2014（平成26）年度は中部地域１か所、西部
地域１か所で機械整備を実施しました。また、
2015（平成27）年度からは推進事業に移行し、
耕種農家の堆肥利用に関する調査、耕畜連携先
進地視察、堆肥利用の研修会を行うとともに、
耕種農家向け啓発資料の作成・配布や、ホーム
ページを利用した堆肥生産者情報の公開、
tsulunosによる「堆肥のお話」の動画配信等
を行い、堆肥利用の促進を図りました。

イ　畜産環境リース整備促進事業（2012～2016
［平成24～28］年度）

　　（一財）畜産環境整備機構が実施した畜産環
境整備リース事業の特別緊急対策（1/2補助付
きリース事業）を利用し、畜産農家が設置した
ふん尿処理施設や機械等のリース代金について
附加貸付料の一部を助成しました。

ウ　良質堆肥流通促進モデル事業（2023［令和５］
年度）

　　畜産農家が耕種農家と連携し、家畜ふん堆肥
の農地への還元を安定的に行えるようにするた
めのモデル事業として、堆肥の成分分析（53
検体）、家畜ふん堆肥の広域流通（10回）及び
散布（20回）の実証を行いました。
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表2－4－1－13　浄化槽管理士講習会の受講者数（単位：人）
年度 R4 R5 R6 R7

受講者数 330 382 348 355



エ　良質堆肥流通促進事業（2024［令和６］年度～）
　　効果的に耕畜連携を進めるため、畜産農家等

における良質堆肥の安定生産・安定供給を目的
として、堆肥の分析費用の補助並びに堆肥流通
及び散布作業への助成を行いました。2024（令

和６）年度は、堆肥の成分分析６件の費用補助
及び広域流通５件・426ｔ、散布作業４件・
684ｔに対する助成を行いました。また、2025

（令和７）年度は、広域流通３件・677ｔ、散布
作業６件・1,454ｔに対する助成を行いました。

７　　下水道等と合併処理浄化槽のベストミックスによる効率的・効果的な整備の推進【下水環境課】

　川や湖を汚す大きな原因として、家庭からの汚
水が直接川や湖に流れ込んでいることが挙げられ
ます。
　川や湖などの汚れをなくすには家庭からの汚水
をきれいにして川や湖に戻すことが大切です。
　汚水を処理する施設には下水道、農業集落排水、
コミュニティ・プラントや合併処理浄化槽などが
あります。
　県では市町村の協力のもと、効率的な汚水処理
施設の整備を行うために1998（平成10）年３月
に「群馬県汚水処理計画」を策定しました。その
後、財政状況等の社会環境の変化、将来人口の予
測や使用水量などの要因の変化に合わせ、2004

（平成16）年度、2008（平成20）年度、2012（平
成24）年度、2017（平成29）年度、2022（令
和４）年度に、それぞれ改定してきました。
　2012（平成24）年度からは、下水道や農業集
落排水などの集合処理による整備では非効率とな
る区域を合併処理浄化槽による整備区域に変更し、
汚水処理施設の最適な配置を行う「下水道等と合

併処理浄化槽のベストミックス」による効率的・
効果的な整備を推進しています。
　また、県では、汚水処理施設整備を促進するた
め、二つ以上の市町村の公共下水道から汚水を集
めて処理する流域下水道の建設並びに市町村が実
施する公共下水道事業、農業集落排水事業及び浄
化槽事業への補助を実施しています。
　これらにより各施設の整備を進めると、現在
85.8％（2024［令和６］年度末）である汚水処
理人口普及率＊13 が中期計画終了後（概ね2032

［令和14］年頃）には約92％になります（図2－
4－1－8）。
　また、川や湖に流れ込む汚濁負荷量も、中期計
画終了後には、高度経済成長期前の1955（昭和
30）年頃の汚濁負荷量を下回ることになり、公
共用水域の水質が改善されます。
　より良い水環境を一日も早く実現するためにも、
市町村と協力しながら汚水処理施設の効率的な整
備目標達成に向けて推進していきます。
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図2－4－1－8　県内汚水処理人口普及率推移

＊13�汚水処理人口普及率：下水道処理のほか、農業集落排水処理施設、合併処理浄化槽、コミュニティ・プラント処理施設が整備されている人口
が、県の行政人口に対して占める割合のことです。



８　　合併処理浄化槽への転換促進　【下水環境課】

　私たちの身近な水路や小川には、生活雑排水
（台所、風呂、洗濯などの汚水）が流れ込んでおり、
河川や湖沼を汚濁する主な原因になっています。
　公共用水域の水質を保全していくためには、し
尿のみを処理する単独処理浄化槽ではなく、し尿
と併せて生活雑排水を処理できる合併処理浄化槽
を計画的に整備していくことが欠かせません。
　2001（平成13）年度の「浄化槽法」の改正に
より、浄化槽を設置する場合は合併処理浄化槽の
設置が義務化されたほか、既設の単独処理浄化槽
の設置者に対しても合併処理浄化槽への転換努力
が規定されました。しかし、群馬県では未だ15
万基もの単独処理浄化槽が使用されている状況に
あります。
　県では、1987（昭和62）年度から市町村が実
施する「浄化槽設置整備事業」に対して、県費補
助制度を設け、単独処理浄化槽やくみ取り槽から
合併処理浄化槽への転換を進めるとともに、

1996（平成８）年度から市町村が自ら実施主体
となって合併処理浄化槽を整備し、維持管理する

「公共浄化槽等整備推進事業」（旧浄化槽市町村整
備推進事業）についても、県費補助制度を拡充し
ました。
　また、転換時の設置者負担を軽減し、より促進
できるように2011（平成23）年度から「群馬県
浄化槽エコ補助金事業」を創設し、2023（令和５）
年度まで「浄化槽設置整備事業」の県費補助に上
乗せして、10万円/基を支援して参りました。
　2024（令和６）年度からは、設置者負担を更
に軽減するため、宅内配管費補助制度を創設し、
合併処理浄化槽への転換の促進に向けて重点的に
取り組んでいます。
　県内の「合併処理浄化槽」の設置状況は表2－
4－1－14、「浄化槽設置整備事業」、「公共浄化槽等
整備推進事業」及び「宅内配管費補助制度」の実
施状況は表2－4－1－15に示すとおりです。
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表2－4－1－14　県内の合併処理浄化槽の設置状況（2024［令和６］年度）

区　　　分
浄化槽設置数

（年度末累計）
浄化槽設置基数
（当該年度）単独処理浄化槽数 合併処理浄化槽数

306,486基 153,769基（50.2％） 152,717基（49.8％） 3,663基

表2－4－1－15　浄化槽設置整備事業・公共浄化槽等整備推進事業・宅内配管費補助制度（2025［令和７］年度）

区　　　分 市町村数 県費補助による転換数 合併処理浄化槽への転換等に補助した県費
浄化槽設置整備事業 22 489基 52,274千円
公共浄化槽等整備推進事業  7  30基  8,028千円
宅内配管費補助制度 20 442基 32,829千円

（注）市町村数は事業を併用している市町村もあるため外数。

接触材 接触材接
触
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第２項　地盤沈下の防止

１　　一級水準測量による地盤変動調査　【環境保全課】

　地盤沈下とは、地下水を過剰に採取したため、
水分を含んだ粘土層が収縮して生じる現象です。
　地下水は、雨水や河川水等の地下浸透により補
給されますが、この補給に見合う量よりも多くの
地下水が汲み上げられることで、帯水層の水圧が
低下（地下水位が低下）し、粘土層に含まれる水

（間隙水）が帯水層へと絞り出され粘土層が収縮
します。そのため、地表部では地盤沈下として認
められます（図2－4－1－9）。
　地盤沈下は、比較的緩慢な現象で徐々に進行し
ます。ほかの公害と異なり、いったん地盤沈下が
起こると元に戻ることはありません。
　県では、「一級水準測量」と「地下水位計・地盤
沈下計による観測」を行うことで、地盤沈下を監
視しています。

（1）一級水準測量＊14

　県では、1975（昭和50）年度から一級水準測
量を実施しています。広域的な測量を行うことに
より、どの場所でどれくらい地盤が変動している
かを把握することができます。
　2025（令和７）年度は、県の平坦地域10市町
の水準点92点、測量延長192kmの規模で実施し
ました。
　2025（令和７）年の地盤変動量は、2026（令
和８）年１月１日現在の標高（T.P．）＊15 から
2025（令和７）年１月１日現在の標高（T.P．）
を差し引いて求めたものです。
　2025（令和７）年度における観測の結果、
10mm以上沈下した地点はありませんでした

（図2－4－1－10、図2－4－1－11、図2－4－1
－13）。
　また、測量を実施した各市町における年間沈下
量のうち最大のものは、明和町大輪（水準点番号
4-08）の8.1mmです（表2－4－1－16）。
　なお、観測開始からの累積沈下量としては、明

和町新里（水準点番号50-08）で最大の493.9㎜
となっており（図2－4－1－12）、観測開始から
の年平均変動量図は図2－4－1－14のとおりで
す。
　累積地盤沈下量の経年変化（図2－4－1－12）
を見ると、観測開始当初から比べて、群馬県の地
盤沈下は沈静化の傾向にあるといえます。
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図2－4－1－9　地盤沈下の仕組み

図2－4－1－10　年間10mm以上の地盤沈下面積の推移

＊14�水準測量：地盤沈下現象を把握する方法として、一般的に行われているのが水準測量です。水準測量は、２地点に標尺を立て、その中間に水
準儀の望遠鏡を水平に置いて、２つの標尺の目盛りを読み、その差から高低差を求める作業をいいます。遠く離れた地点の高さはこの作業の
繰り返しによって求めることができます。公共測量における水準測量は、その精度により、一級、二級、三級、四級及び簡易水準測量に区分
されます。地盤沈下観測では、最も精度の高い一級水準測量が行われています。

＊15�標高（T.P．）：東京湾の平均中等潮位からの高さです。実用的には、地上のどこかに高さの基準となる点を表示することが必要です。このため、
1891（明治24）年に東京都千代田区永田町（国会議事堂前、憲政記念館南）に水準原点が作られました。内部に置かれた水晶板のゼロ目盛
りの高さが東京湾平均海面上24.3900ｍ（2011［平成23］年10月21日改定値）と定められています。
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  隆起 17点

 　　調査地点 変動なし 　２点 

  沈下 　73点 10mm未満 73点

    10mm以上 0点

R6R3H30H27H24H21H18H15H12H9H6H3S63S60S57S54S51
年（基準日：１月１日）

（mm）

累
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盤
沈
下
量
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明和町新里（50-08）

明和町大佐貫（50-09）

邑楽町大字中野（53-07）

明和町須賀（53-12）

邑楽町大字中野（53-05）

図2－4－1－11　2025（令和７）年度一級水準測量結果

図2－4－1－12　累積地盤沈下量上位５地点の経年変化

表2－4－1－16　2025（令和７）年度　市町別地盤変動状況

地
域
名

市町名 総数
水準点数 沈下量の内訳 最大沈下点

沈下 隆起 変動
なし

10mm
未満

10mm
以上

変動量 水準点
所在地

（mm） 番号

保
全
地
域

館 林 市 14 14 0 0 14 ― －7.9 5-08 入ヶ谷町
板 倉 町 2 2 0 0 2 ― －2.3 50-14 大字大高島
明 和 町 7 7 0 0 7 ― －8.1 4-08 大輪
千代田町 8 8 0 0 8 ― －7.2 6-10 大字赤岩
邑 楽 町 16 16 0 0 16 ― －5.6 邑21 大字篠塚

観
測
地
域

太 田 市
（旧藪塚本町を除く） 28 18 8 2 18 ― －7.1 53-33 細谷町

大 泉 町 6 6 0 0 6 ― －5.6 50-23 大字吉田

そ
の
他
地
域

伊勢崎市
（旧赤堀町を除く） 8 0 8 0 0 ― ― ― ―

玉 村 町 2 2 0 0 2 ― －1.1 1-09 大字飯倉
高 崎 市

（旧新町） 1 0 1 0 0 ― ― ― ―

計 92 73 17 2 73 0
（注）保全地域及び観測地域は、関東平野北部地盤沈下防止等対策要綱（1991［平成３］年11月29日）に基づきます。

（注）2011（平成23）年度測量成果には、東北地方太平洋沖地震の地殻変動量が含まれています。



（2）地下水位計・地盤沈下計による観測
　地盤沈下は、地下水の過剰な汲み上げが原因と
されており、地盤沈下の現状を把握するためには
地下水位の変化と地盤沈下量を観測、分析するこ
とが有効です。このため、県では一級水準測量に
加え、県で管理する地下水位観測井に地盤沈下計
を併設し、地下水位と地盤沈下量（地層収縮量）
を調査しています。

　2025（令和７）年度は、地下水位観測井（地
下水位のみ観測）14井、地盤沈下観測井（地下水
位と地盤沈下量を観測）５井の合計19井で観測
を行いました。
　主な地下水位観測井での観測開始からの変化を、
図2－4－1－15に示します。一般的に地下水位
は毎年同じような変化を繰り返しています。
1998（平成10）年頃までは、地下水位は下降傾
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自　2025（令和7）年1月1日
至　2026（令和8）年1月1日

～－0未満沈下範囲
－0以上～－10未満沈下範囲
－10以上～－20未満沈下範囲
－20以上沈下範囲

［単位㎜］

一級水準測量を実施した市町村

一級水準測量を実施した市町村

1976（昭和51）年1月1日
　　～2026（令和８）年1月1日

－4未満沈下範囲
－4以上～－8未満沈下範囲
－8以上～－12未満沈下範囲
－12以上～－16未満沈下範囲
－16以上沈下範囲

［単位㎜］

図2－4－1－13　単年度地盤変動量図（2025［令和７］年１月１日～2026［令和８］年１月１日）

図2－4－1－14　1976（昭和51）年からの年平均地盤変動量図（1976［昭和51］年１月１日～2026［令和８］年１月１日）



向でしたが、現在はほぼ横ばい傾向にあります。
　深度の異なる３本の地盤沈下観測井を設置して
いる明和西観測井の結果（図2－4－1－16）から、
次のことが読みとれます。

・地下水位の変化は、１年周期で変動がある。
・浅層より深層で沈下が起きているが、今のとこ

ろ地下水位の低下は観測されていない。
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図2－4－1－16　層別観測井（明和西）の観測結果

図2－4－1－15　主な観測井の観測結果（地下水位計）



２　　地下水採取状況の把握と結果の公表　【環境保全課】

　「群馬県の生活環境を保全する条例」により、
一定規模以上の井戸を揚水特定施設として設置の
届出と地下水採取量の報告を義務付けています。
　揚水特定施設設置者からの報告による2025（令

和７）年の市町別の地下水採取量は表2－4－1－
17、採取量の推移は図2－4－1－17に示すとお
りです。

３　　地下水から表流水への転換の推進　【（企）水道課】

　県では、高度経済成長の過程で工場等による地
下水採取量が増大したため、特に東部地域の地盤
沈下が著しく進行したと考えられています。
　こうした状況を回避するため、県企業局では地
下水保全（地盤沈下防止）対策として東毛工業用
水道事業（給水区域：伊勢崎市、太田市、館林市、

板倉町、明和町、千代田町、大泉町、邑楽町）を
計画・事業化しました。
　直近では、2020（令和２）年に１社が地下水
から表流水へ転換を行いました。引き続き地下水
の適正利用を図り、地盤沈下の防止に努めます。
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図2－4－1－17　地下水採取量の推移

表2－4－1－17　市町別地下水採取量（2025［令和７］年１月１日～2025［令和７］年12月31日）� （単位：千㎥）
地域名 市町名 採取量報告数（本） 水道用 工業用 ビル用水 農業用水 合計

保
全
地
域

館 林 市 95 7,099 9,255 1,024 189 17,567
板 倉 町 30 1,334 1,657 96 62 3,150
明 和 町 23 0 5,175 0 0 5,175
千代田町 14 794 905 0 61 1,760
邑 楽 町 13 0 64 8 205 277

小　計 175 9,227 17,056 1,128 518 27,929
観
測
地
域

太 田 市（旧藪塚本町を除く） 115 12,901 2,623 1,656 1,107 18,287
大 泉 町 13 0 1,296 0 0 1,296

小　計 128 12,901 3,918 1,656 1,107 19,583
伊
勢
崎
・

佐
波
地
域

伊勢崎市（旧赤堀町を除く） 179 17,491 9,961 262 0 27,714
太 田 市（旧藪塚本町） 8 0 106 0 0 106
玉 村 町 36 3,784 811 837 0 5,432

小　計 223 21,275 10,878 1,099 0 33,252
前
橋
・

高
崎
地
域

前 橋 市（旧前橋市） 163 16,071 8,712 1,556 354 26,694
高 崎 市（旧高崎市） 88 194 9,510 286 0 9,990

小　計 251 16,266 18,222 1,842 354 36,684
合　計 777 59,669 50,075 5,725 1,979 117,448

（注）各市町の地下水採取量は、四捨五入しているため合計が一致しない場合があります。
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第３項　土壌・地下水汚染対策

１　　有害物質使用事業場に対する立入指導　【環境保全課】

　土壌や地下水は一度汚染されてしまうと、元に
戻すまでに多くの時間と費用が必要となり、原因
者には多大な負担が発生します。そのため、土壌
や地下水の汚染は未然に防止することが重要です。
2012（平成24）年６月に施行された改正「水質
汚濁防止法」では、新たに有害物質の地下浸透防
止のための構造基準等について遵守義務が創設さ
れました。県では、構造基準等の適合状況を立入
検査により確認し、指導しています。
　また、「群馬県の生活環境を保全する条例」でも、
有害物質を使用する事業者に、定期点検を義務付
けています。
　土壌や地下水汚染の模式図は図2－4－1－18
のとおりです。

２　　市街地における土壌汚染対策の推進　【環境保全課】

（1）土壌汚染対策法
　「土壌汚染対策法」では、土壌汚染のおそれが
ある土地について、土地の所有者、管理者又は占
有者に対し土壌汚染状況調査を実施し、報告する
よう命令します。調査の結果、土壌汚染が判明し
た場合には、適切な管理や措置を講じなければな
りません。

（2）土地の形質の変更時の届出
　一定規模以上の土地の掘削や盛土をしようとす
る者に対して、事前に届出をすることを義務付け
ています。届出された土地に土壌汚染のおそれが
ある場合には、土地の所有者・管理者又は占有者
に対し土壌汚染状況調査の実施が命令され、期日
までに調査結果を報告しなければなりません。
　2025（令和７）年度における届出等の状況は
表2－4－1－18のとおりです。

（3）区域指定
　土壌汚染状況調査により、土壌中に一定の基準

（指定基準）を超える有害物質が検出された場合は、
県知事・政令市長はその土地を要措置区域（指定
基準を超過しており、かつ土壌汚染の摂取経路が
あり、健康被害が生ずるおそれがある地域）又は
形質変更時要届出区域（指定基準を超過したもの
の、土壌汚染の摂取経路がない地域）として指定
し公表します。
　要措置区域においては、県知事・政令市長が汚
染除去等計画の作成及び提出を指示することとさ
れており、また、形質変更時要届出区域において
は、土地の形質の変更時や汚染土壌を搬出する場
合に届出が行われることとされています。これら
により、汚染された土地や土壌の適切な管理がな
されるよう対策を推進しています。
　2026（令和８）年３月末現在の県内の区域指
定数は表2－4－1－19のとおりです。
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図2－4－1－18　土壌や地下水汚染の模式図

表2－4－1－18　「土壌汚染対策法」第４条届出処理状況
年度 R5 R6 R7

総届出数 249件（139） 243件（135） 205件（98）

調査命令あり 6件（1） 6件（1） 2件（0）
（注）括弧内は内数で政令市処理件数



（4）坂東工業団地周辺土壌・地下水汚染問題
　坂東工業団地（渋川市北橘町）周辺においては、
昭和30年代後半に埋設されたカーバイド滓

かす
を原

因とする土壌汚染によって、テトラクロロエチレン

等による地下水汚染が確認されています。
　この事案に関して、健康被害が生じるおそれが
ないよう、県は周辺地下水のモニタリングを継続
しています。

３　　農用地の土壌汚染防止対策　【農政課】

　「農用地の土壌の汚染防止等に関する法律」に
基づいて指定した対策地域において汚染除去のた
めの諸施策等を進めるとともに、土壌中の有害物
質等のリスク管理を的確に進めるため、土壌、農
作物等の実態調査を実施しています。
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表2－4－1－19　市町ごとの「土壌汚染対策法」区域指定状況
� （2026［令和８］年３月末現在）

市町名 指定箇所数（うち要措置区域） 計（うち要措置区域）

高崎市 18（1） 18（1）

渋川市 11（1） 11（1）

前橋市 11 11

安中市 10 10

富岡市 7 7

桐生市 4（1） 4（1）

伊勢崎市、館林市 各3（1） 6（2）

太田市、大泉町 各3 6

東吾妻町、玉村町、明和町 各2 6

藤岡市、甘楽町、邑楽町 各1 3

合　　　　　計 82（5）

「土壌汚染対策法」の区域指定状況
［群馬県］
　https://www.pref.gunma.jp/page/6907.html

［前橋市］［高崎市］［伊勢崎市］［太田市］
　詳細は、各市のホームページ等をご覧ください。
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